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１-(５) ＧＡＰ認証取得推進の取組 

― 若手レタス生産者のＧＡＰ認証取得に向けて ― 

 

１ 活動のねらい 

食品衛生法の改正に伴い、全ての食品等事業者に対して、一般的な衛生管理に加えてＨＡＣＣＰに沿っ

た衛生管理の実施が義務化となる。これを受けて、現在加工業務向けに農産物の出荷を行っている取引先

からも、今後ＧＡＰ認証を取引要件に求められる可能性が高まっている。 

そこで、昨年度は、ＪＧＡＰを取得し、複数の業者と契約取引を行っている先進的な事例である熊本県

八代市を視察し、認証取得の経緯やＧＡＰ認証の経営的効果について調査及び情報収集を行った。 

  今年度はその調査を受け、近年、加工業務向け出荷を行っている若手レタス生産者２

戸を中心に、ＧＡＰ認証取得に向けた活動を行った。 

２ 課題の背景 

木更津市・君津市・袖ケ浦市の三市はレタスの指定産地となっているが、高齢化により生産者数が減

少しており、65歳未満の生産者は42名、栽培面積43.5haであり、現在の産地栽培面積（60ha）を維持

するためには１戸当たり143aを栽培する必要がある。産地には若手レタス生産者が26戸いるものの、

５ha以上の経営体（以下 企業的生産者）は３戸しかおらず、若手生産者のさらなる規模拡大が課題であ

る。 

企業的生産者の一部は規模拡大に伴い、販路の確保が問題となってきている。取引条件にＧＡＰ認証の

取得を求める業者が現れている一方、管内の若手レタス生産者でのＧＡＰ認証取得の実績はない。ＧＡＰ

の考え方は若手レタス生産者全体には周知されているものの、実践方法はあまり理解されていない。 

 

３ 普及活動の経過 

(１) 専門家による指導及び個別指導の実施 

   昨年度、県主催のＧＡＰ指導者・評価員育成研修会や専門家派遣事業等を活用し、

対象の２戸において、ＪＧＡＰ審査員の資格を持つ専門家の指導を受けた。専門家

により一度網羅的な指導を受けることで、ＪＧＡＰ認証取得の為に改善が必要な事

項が明らかになり、今後の指導方針をたてることができた。 

   指導内容を受け、対象２戸において個別指導を行った（写真１、２）。 

 

 

 

 

 

 

 

     写真１ 整理整頓された農舎        写真２ ほ場地図の作成 

(２) 県内外優良産地調査の実施 

レタスでＪＧＡＰ認証を取得している県内の１経営体、県外の１経営体及び１産

地を調査し、認証取得の経緯やＧＡＰ認証の経営的効果、産地認証取得に向けての

具体的な取組手法について調査を行った。また併せて、ＧＡＰ認証を維持する為に

取り組んでいること、苦労していること等運用についても調査した。 

調査の結果、ＧＡＰ認証を取ったから販路が確保されるのではなく、「Ａ社の販路
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を確保するために○○ＧＡＰの認証を取得している」ということがわかった。そし

て、認証の実績が増えると「次にこの認証をとれば新しい販路を提案できる」ため、

複数の認証を取得するようになることが明らかになった。また、ＧＡＰに取り組ん

だ効果として、事故の減少、作業員の危機管理意識の向上を挙げていた。 

調査結果を管内の加工業務向けレタス生産者に報告した。対象農家は、自らの経

営体でのＧＡＰ認証の意義や活用方法について検討するようになり、ＧＡＰ認証取

得に強い関心を示すようになった。 

 

 (３) ＧＡＰ勉強会の開催 

 令和２年 10月、若手レタス生産者を対象に、ＧＡＰの認証取得の実際の流れ等を 

学ぶ勉強会をオンラインで開催した。 

 参加した生産者は、リスク検討と数値化、書類作成・管理の方法等「ＧＡＰをす

る」から「ＧＡＰをとる」にステップアップする際に必要な事項等について、熱心

に講義を聞き、認証取得までのスケジュールや初期費用、維持費用等、ＧＡＰ認証

に関する様々な疑問を解消することができた。また、「自分でＪＧＡＰ指導員の資格

を取得し、ＪＧＡＰ認証取得を目指したい」という前向きな意見を聞くことができ

た（写真３、４）。 

        写真３ 勉強会の様子       写真４ 講師はオンラインで参加  

 

４ 普及活動の成果 

重点的な指導対象農家２戸のうち、１戸については令和２年度に品目レタスについて

ＪＧＡＰ認証を取得した。残り１戸についても、今後認証取得の意向があり、引き続き

支援を行っていく。 

 

５ 今後の発展方向と課題 

 今後は、農作業安全や安心安産な農作物の生産の観点から、市場向け出荷を行ってい

る生産者に対しても、“ＧＡＰをする”取組を始めるよう支援を行っていく。市場向け出

荷の場合、出荷調製の行程が加わることになり、ラップ包装前の異物混入など想定され

るリスク管理点が増えるため、各工程での具体的なチェック方法などを検討し、産地全

体で取り組めるよう支援を行っていく。 

   

６ 担当者 

  南部グループ、中央グループ、北部グループ 

 

７ 協力機関 

  木更津市農業協同組合、君津市農業協同組合、全国農業協同組合連合会千葉県本部、 

  木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市 


